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ことを目的に，Hazarika らの研究 16),17)や Tsang らの研究 18)では，ゴムチップのみを




































































































































 第 5章「結論」では，本研究で得られた成果を総括するとともに，今後の課題を示す。 
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径 1～5mmのリサイクル品とブチル系高減衰ゴムを粒径 5mm以下に破砕したものの 2
種類とし，ゴム材の違いによる比較も行った。繊維材には，長さ 30mm 程のナイロン




表 2.2.1 使用材料 
材 料 性  状 
セメント 高炉セメント B 種* 
 密度：3.04g/cm3  
泥土 現場発生土 + 加水 
 密度：1.50±0.02g/cm3  
 砂分率**：40±2.5% 
 スランプフロー値***：400±50mm 
ゴムチップ 1) 廃タイヤゴムチップ 
 廃タイヤリサイクル品 




 密度：1.1g/cm3  
 粒径：5mm 以下 
繊維材 ナイロン系短繊維 
 長さ：30mm 程 























写真 2.2.1 使用材料 
 
 




















試験は，材齢 28 日の水中養生した直径 50mm×高さ 100mm の円柱供試体を用いて，
背圧 100kPa の下で等方圧密終了後，非排水状態，セル圧一定の条件下で間隙水圧を測
定しながらひずみ速度 0.05%/min で最大軸ひずみ 15%以上まで実施した。圧密応力は
50，100，200，400，800kPa の 5 水準を選択した。供試体の飽和には負圧法を用い，


















写真 2.3.3 ポアソン比試験装置 
 
 
- 11 - 
 
2.3.4 透水試験 
 材齢 28 日の水中養生を行った直径 50mm×高さ 100mm の円柱供試体について，三
軸試験装置を用いて実施した。まず負圧法により供試体を飽和させ飽和状態を確認（B
値≧0.96）した後，セル圧 σc=300kPa，キャップ側背圧 ubC=205kPa，ペデスタル側背
圧 ubP=198kPa，圧力差 7kPa（水位差 70cm）を与える定水位にて実施した。透水量の
測定は，透水時間を 1 時間に設定し，一供試体あたり 6 回実施した。 
 
 






28 日の水中養生を行った直径 100mm×高さ 30（もしくは 20）mm の円柱供試体を用



























































 本研究では，表 2.4.1 に示す配合を検討した。セメント添加量をベースとなる固化処












(g/cm3) (kg/m3) (v%) 
1 75 － － － 1.54 
2 75 － － 3 1.52 
3 75 － － 5 1.50 
4 75 300 27 － 1.42 
5 75 300 27 3 1.40 
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2.4.2 一軸圧縮試験結果 
 本試験は，材齢 28 日～1 年間に亘って水中養生を行った直径 50mm×高さ 100mm の
円柱供試体を用いて実施した。 
（1）応力とひずみの関係 
 図 2.4.1 は各配合における応力 σ とひずみ ε の関係である。 





























a) No.1 b) No.2 
  
c) No.3 d) No.4 
  
e) No.5 f) No.6 
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（2）応力と材齢の関係 




い。これに対し材齢 91 日～1 年では，No.1～3（ゴムチップ無）では，若干の増加傾向
を示すが，その増加割合は小さく， また，No.4～6（ゴムチップ有）では，91 日以降
でほぼ一定値に収束する傾向が認められる。 




図 2.4.2 一軸圧縮強さと材齢の関係 
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（3）一軸圧縮強さと変形係数の関係 




  No.1 E50=205qu (160qu<E50<240qu) 
  No.2 E50=205qu (180qu<E50<225qu) 
  No.3 E50=145qu (110qu<E50<180qu) 
  No.4 E50=90qu  (75qu<E50<110qu) 
  No.5 E50=70qu  (50qu<E50<90qu) 
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2.4.3 三軸圧縮試験結果 
 本試験は，配合 No.1，3，4，6 について実施した。 
（1）圧密過程における体積変化と圧密圧力の関係 
図 2.4.5 は，各配合の三軸圧縮供試体を 50～800kPa で等方的に圧密した時の体積変
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（2）軸差応力とひずみの関係 
図 2.4.6 は，三軸圧縮試験より求めた軸差応力 q と軸ひずみ εaの関係である。また，
各配合の三軸圧縮試験供試体作製と同時に作製した試料の一軸圧縮応力 qと軸ひずみ ε
の関係も併せて示す。 
 各試料の応力－ひずみ関係より，拘束圧を加えた三軸圧縮試験の q は一軸圧縮試験の







a) No.1 b) No.3 
  
c) No.4 d) No.6 
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（3）過剰間隙水圧とひずみの関係 
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2.4.4 ポアソン比 
本試験は，配合 No.1，6 について実施した。図 2.4.8 は，No.1，6 における圧縮応力
σ と軸ひずみ ε1，ポアソン比νと軸ひずみの関係である。 
応力－ひずみの関係については，ピーク強度時の軸ひずみが No.1 が 0.9%程度，No.6




が 0.38～0.55 程度で，最大圧縮強さの 1/2 の値での軸ひずみ率におけるポアソン比は，











































































表 2.4.2 透水係数 
(cm/sec) 
 No.1 No.3 No.4 No.6 
1 4.4E-07 2.4E-06 6.1E-07 1.4E-06 
2 5.2E-07 2.2E-06 5.2E-07 1.4E-06 
3 5.2E-07 2.1E-06 6.1E-07 1.3E-06 
4 5.2E-07 2.1E-06 6.1E-07 1.3E-06 
5 5.2E-07 2.0E-06 5.2E-07 1.2E-06 
6 5.2E-07 2.0E-06 6.1E-07 1.2E-06 




 本試験は，配合 No.1，3，4，6 について実施した。材齢 28 日の水中養生を行った直
径 100mm×高さ 20mm の供試体を用いて，一定の上載圧（σv）で圧密終了後，各載
荷段階の試験中は上載圧一定，非排水の条件の下で行った。上載圧は，各配合の上載圧
依存性を確認するため，100，200，400kPa の 3 水準とした。また，入力波の振動数は，
0.1Hz 一定とした。 
（1）応力とひずみの関係 
図 2.4.9 は，各配合の超大ひずみ域(γ>1%)におけるせん断応力τ とせん断ひずみγ
の履歴曲線を上載圧ごと(σv=100kPa，200kPa，400kPa)に示したものである。 
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a-1) No.1，σv=100kPa 
 
a-2) No.1，σv=200kPa a-3) No.1，σv=400kPa 
   
b-1) No.3，σv=100kPa 
 
b-2) No.3，σv=200kPa b-3) No.3，σv=400kPa 
   
c-1) No.4，σv=100kPa 
 
c-2) No.4，σv=200kPa c-3) No.4，σv=400kPa 
   
d-1) No.6，σv=100kPa 
 
d-2) No.6，σv=200kPa d-3) No.6，σv=400kPa 
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（2）せん断剛性，減衰定数とひずみの関係 
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（3）初期せん断剛性と上載圧の関係 












 図 2.4.14 に各配合の基準ひずみγ0.5と上載圧 σvの関係を示す。各配合ともその基準
ひずみは，おおよそ上載圧に対し一定に減少傾向が認められる。また，ゴムチップを添
加した No.4 は，上載圧の増大に伴う，基準ひずみの減少傾向は緩やかである。 
 













































土)1m3あたり 50，100kg として，ゴムチップの添加量を 0，100，200，300kg と変化
させ，一軸圧縮試験にて特性の把握を試みた。試験には，材齢 7，28 日の水中養生し
た直径 50mm×高さ 100mm の円柱供試体を用いた。なお，ゴムチップは廃タイヤゴム
チップを使用した。 
 





(g/cm3) (kg/m3) (v%) 
1  50 － － 1.52 
2  50 100  9 1.49 
3  50 200 18 1.46 
4  50 300 27 1.42 
5 100 － － 1.56 
6 100 100  9 1.52 
7 100 200 18 1.48 














ことにより添加していないものの約 2.5 倍，100kg/m3の配合では約 1.8 倍の破壊ひず
みとなった。 
材齢 28 日での一軸圧縮強さは，最小で 125kPa（No.1，C=50kg/m3，TR=0kg/m3），
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（2）一軸圧縮強さとゴムチップ添加量の関係 
図 2.5.3 にセメント添加量が 50kg/m3の一軸圧縮強さ（qu）とゴムチップ添加量の関
係を，図 2.5.4 にセメント添加量が 100kg/m3の一軸圧縮強さとゴムチップ添加量の関
係を材齢ごとに示す。 
セメント添加量が 50kg/m3 では，材齢が 7，28 日ともゴムチップ添加量の増加に伴
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（3）破壊ひずみとゴムチップ添加量の関係 
図 2.5.5 にセメント添加量が 50kg/m3の破壊ひずみ（εf）とゴムチップ添加量の関係
を，図 2.5.6 にセメント添加量が 100kg/m3の破壊ひずみとゴムチップ添加量の関係を
材齢ごとに示す。 
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（4）変形係数とゴムチップ添加量の関係 
図 2.5.7 にセメント添加量が 50kg/m3 の変形係数（E50）とゴムチップ添加量の関係
を，図 2.5.8 にセメント添加量が 100kg/m3の変形係数とゴムチップ添加量の関係を材
齢ごとに示す。 




















































 本研究では，ゴムチップの違いによる特性の違いを比較するため，表 2.6.1 に示す配
合で検討した。セメント添加量をベースとなる固化処理土(セメント+泥土)1m3 あたり
75kg 一定として，ゴムチップの添加量を 0，300kg，繊維材添加量を 0，5%と変化さ
せ，一軸圧縮試験および繰返し単純せん断試験にて特性の把握を試みた。ゴムチップと
しては，廃タイヤを破砕した粒径 1～5mm のリサイクル品とブチル系高減衰ゴムを粒
径 5mm 以下に破砕したものを使用した。繊維材には，長さ 30mm 程のナイロン系繊
維を使用した。試験は，材齢 28 日の水中養生を行った直径 50mm×高さ 100mm の円
柱供試体（一軸圧縮試験）および直径 100mm×高さ 30mm の円柱供試体（繰返し単純
せん断試験）を用いて実施した。なお，繰返し単純せん断試験は各配合とも上載圧σv 
=100kPa 一定として，ひずみ速度依存性を確認するため，入力波の周波数を 0.1，1.0，
3.0Hz の 3 水準で実施した。 
 







セメント (kg/m3) 75 75 75 
廃タイヤ 
ゴムチップ 
(kg/m3) － 300 － 
(v%) － 27 － 
高減衰 
ゴムチップ 
(kg/m3) － － 300 
(v%) － － 27 
繊維材 (v%) － 5 5 
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（2）減衰定数とひずみの関係 






























































































加した。また，材齢 28 日において，一軸圧縮強さは，セメント添加量が 50kg/m3
ではゴムチップ添加量の増加にともに増加し，セメント添加量が，100kg/m3では，
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埋込みなしの場合も含めて計 5 種類で，大阪大学所有の振動台実験装置（動電式 2 軸同





































を表 3.2.1 のとおりとした。 
 
表 3.2.1 相似比 
諸元 次元 相似比（模型実験/実物） 
長さ L   1/100 
質量 M   1/1,000,000 
時間 T   1/10 
加速度 LT-2   1/1 




図 3.2.1 に実験モデルの平面図と断面図を示す。長さ 600mm×幅 400mm×高さ
250mm の鋼製土槽内に支持地盤（Vs=200m/s 程度）を模擬するために第 2 章 6 節のセ
メント系改良地盤（No.1，PL）と同様の配合で地盤模型を作製し，基礎埋込深さ 30mm
で建物模型を設置した。埋土地盤は深さ 30mm，厚さ 30mm として基礎側面に設置し
た。図 3.2.2 に建物模型の平面図と側面図を示す。建物模型は剛体で総重量 21.5N であ
り，建物上部と下部は真鍮製（密度 8.4g/cm3），柱部は鉄製（密度 7.9g/cm3），基礎部
はアルミニウム製（密度 2.7g/cm3）である。 






図 3.2.1 実験モデル 
 
 
 a) 平面図 b) 側面図 


































































建物模型 埋土地盤 支持地盤 
a a’ 
600 









ある。ゴムチップとしては廃タイヤゴムチップと高減衰ゴムチップの 2 種類を用いた。 
配合を表 3.2.2 に示す。それら側面地盤，支持地盤の使用材料は，第 2 章 2 節使用材











セメント (kg/m3) 75 75 75 
廃タイヤ 
ゴムチップ 
(kg/m3) － 300 － 
(v%) － 27 － 
高減衰 
ゴムチップ 
(kg/m3) － － 300 
(v%) － － 27 
繊維材 (v%) － 5 5 









礎底面を 10mm 程浮かした場合（「Isolation」）。（写真 3.2.1）これらの Non-slip，Slip，



























 本実験で使用した入力波は，JMA 神戸位相(1995)と八戸位相(1968)の告示波の 2 種
類である。それぞれ加速度最大値が 386gal と 312gal である。JMA 神戸位相において
は，告示波の振幅を 1/5 にした小加振，1/1 のままである大加振，また大地震を想定し
て振幅を 1.5 倍と 2 倍にしたものの計 4 種類を行った。また八戸位相については小加振
と大加振の 2 種類を行った。時間軸を 1/10 に縮尺し，水平一方向加振で実験を行った。 
 JMA 神戸位相と八戸位相の加速度時刻歴波形とフーリエスペクトルを、図 3.2.3 と





































































































図 3.2.4 八戸位相の特性 
 





部で 74 ケース行った。基礎底面は 3 種類，基礎側面地盤は 5 種類，入力地震動のレベ
ルは JMA 神戸位相が 4 段階，八戸位相は 2 段階である。 
 
 






JMA 神戸位相 八戸位相 
小加振 大加振 1.5 倍大 2 倍大 小加振 大加振 
接着あり 
(Non-slip) 
埋込みなし ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
砂地盤 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
PL ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
TR ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
HDR ○ ○ ○ ○ － － 
接着なし 
(Slip) 
埋込みなし ○ ○ － － ○ ○ 
砂地盤 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
PL ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
TR ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
HDR ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
絶縁 
(Isolation) 
PL ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
TR ○ ○ ○ ○ ○ ○ 


















置状況を写真 3.2.2 に示す。なお，加速度計としては，写真 3.2.3 に示す圧電型加速度
センサ（寸法：4×4×13mm，重量：1.3g，最大測定加速度：5,000m/s2，Yamaco111BW，
セコニック社製）を使用し，加速度計測ユニットは，計測用データロガ（NR-600AC
セット，KEYENCE 社製）に加速度計測ユニット（NR-CA04， KEYENCE 社製）を
4 つ接続し，16ch まで計測できるようになっている。（写真 3.2.4） 
 振動台への入力地震動を計測するため，水平方向に 1 点（AIN），垂直方向に 1 点
（AINR）を配置する。また地表面には 2 点（AGL1、AGL2），側面地盤上に 1 点（Aka）
を配置する。ただし Aka は 2 種類の複合改良地盤とセメント系改良地盤のみ測定して
いる。建物の基礎部は 4 点（AFRE,AFRW,AFTN,AFTS）を測定した。東側の AFRE と
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写真 3.2.2 試験体と加速度計の配置状況 
 
 
写真 3.2.3 圧電型加速度センサ 
 
 
写真 3.2.4 加速度計測ユニット 
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埋込みなし 150 99 84 80 
S 134 100 114 78 
PL 88 81 94 82 
TR 98 89 82 80 
HDR 94 87 78 74 
大加振 
埋込みなし 806 451 400 386 
S 764 450 424 384 
PL 432 415 408 376 
TR 452 422 382 380 
HDR 458 431 386 382 
1.5 倍 
大加振 
埋込みなし 1190 662 606 586 
S 1066 681 628 580 
PL 642 624 610 576 
TR 680 632 586 580 
HDR 684 649 590 584 
2 倍 
大加振 
埋込みなし 1530 891 810 792 
S 1496 876 826 782 
PL 850 818 808 784 
TR 890 848 784 780 
HDR 924 875 792 784 
八戸位相 
小加振 
埋込みなし 152 95 78 70 
S 142 94 104 74 
PL 88 83 94 74 
TR 104 81 84 68 
HDR 100 85 88 64 
大加振 
埋込みなし 754 464 388 312 
S 732 465 402 316 
PL 430 409 388 310 
TR 478 410 400 306 
HDR 496 418 398 302 
  *AFT・・・(AFTN+AFTS)/2 
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埋込みなし 92 78 76 80 
S 120 83 76 76 
PL 112 90 84 72 
TR 122 82 94 76 
HDR 138 81 104 78 
大加振 
埋込みなし 430 381 402 384 
S 656 384 392 384 
PL 614 452 410 386 
TR 560 428 402 366 
HDR 538 373 426 374 
1.5 倍 
大加振 
埋込みなし 1454 604 610 586 
－ － － － － 
PL 898 835 606 586 
TR 794 649 606 560 
HDR 632 571 636 570 
2 倍 
大加振 
埋込みなし 1706 1088 812 796 
－ － － － － 
PL 1228 1360 812 784 
TR 1032 823 816 752 
HDR 992 771 848 766 
八戸位相 
小加振 
－ － － － － 
S 100 81 88 68 
PL 140 80 76 64 
TR 122 80 86 66 
HDR 116 82 106 66 
大加振 
－ － － － － 
S 708 407 400 310 
PL 562 389 380 308 
TR 516 368 374 302 
HDR 534 377 398 300 
  *AFT・・・(AFTN+AFTS)/2 
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－ － － － － 
－ － － － － 
PL 120 81 94 72 
TR 124 84 84 78 
HDR 112 81 82 76 
大加振 
－ － － － － 
－ － － － － 
PL 534 405 404 362 
TR 616 412 398 374 
HDR 494 405 402 376 
1.5 倍 
大加振 
－ － － － － 
－ － － － － 
PL 862 620 612 552 
TR 930 615 614 564 
HDR 716 626 614 568 
2 倍 
大加振 
－ － － － － 
－ － － － － 
PL 1180 813 822 748 
TR 1220 820 816 760 
HDR 984 859 820 758 
八戸位相 
小加振 
－ － － － － 
－ － － － － 
PL 120 74 88 66 
TR 112 79 78 72 
HDR 120 86 80 70 
大加振 
－ － － － － 
－ － － － － 
PL 508 368 364 300 
TR 536 677 380 312 
HDR 536 368 364 310 
  *AFT・・・(AFTN+AFTS)/2 
























































a) JMA 神戸位相 b) 八戸位相 






















































a) JMA 神戸位相 b) 八戸位相 



















































a) JMA 神戸位相 b) 八戸位相 
図 3.2.8 建物上部と地表面の加速度最大値分布（Isolation） 
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（2）基礎側面埋土地盤の違いによる比較 






 なお，図では最大振動数を 20Hz としているが，これは振動台の加振性能の限界が












 図 3.2.10 より，基礎底面を接着しない場合は，小加振時と大加振時において，セメ
ント系改良地盤に比べ埋込みなしの最大振幅が小さくなっている。1.5 倍大加振と 2 倍
大加振時においては，セメント系改良地盤の最大振幅が小さくなっている。また，埋込
みなしの場合には 3~4Hz に鋭いピークが生じている。 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 

















































Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.12 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），Slip 
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2）セメント系改良地盤と複合改良地盤による比較 




 図 3.2.13，3.2.16 より，基礎底面を接着した場合（Non-slip）では，PL の振幅が小
さくなる。しかし，ピーク振動数が 20Hz 以上であることが考えられる。 




だし，2 倍大加振時においては，振動数 4Hz 付近で最大振幅が大きいことから，振動台
のピッチング振動の影響で基礎底面が浮き上がり，ロッキングが起こったことにより振
幅が増加した可能性が考えられる。 
 図 3.2.15，3.2.18 より，基礎底面を絶縁した場合（Isolation）では，全ての加振ケー
スにおいて，改良地盤の剛性に違いにより，ピーク振動数が PL > TR > HDR の順に低
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.16 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），Non-slip 
 
   

















































Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.17 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），Slip 
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（3）基礎底面接触条件の違いによる比較 








 なお，図では最大振動数を 20Hz としているが，これは振動台の加振性能の限界が
20Hz（実際の振動数で 200Hz）であるためである。また，全ての図の 3～4Hz 付近に
振幅の変化が見られるが，これは振動台のピッチング振動の影響で回転入力が生じたた
めである。 




 図 3.2.20，3.2.24 より，埋土地盤が砂地盤（S）の場合には，小加振時と大加振時で
は，基礎底面が接着していない場合に応答倍率の最大振幅が小さくなるが、高振動数域
で振幅が大きくなる。 
 図 3.2.21，3.2.25 より，埋土地盤がセメント系改良地盤（PL）の場合には，小加振，
大加振時，ピーク振動数が Non-slip > Slip >Isolation の順で小さくなり，最大振幅は
Slip > Isolation の順で小さくなるが，1.5 倍大加振，2.0 倍大加振ではその異差が小さ
くなる。 
 図 3.2.22，3.2.26 より，埋土地盤が複合改良地盤（TR）の場合には，小加振，大加
振，および 1.5 倍加振時に，ピーク振動数が Non-slip > Slip >Isolation の順で小さく
なり，最大振幅は Slip > Isolation の順で小さくなるが，2.0 倍大加振ではその異差が
小さくなる。 
 図 3.2.23，3.2.27 より，埋土地盤が複合改良地盤（HDR）の場合には，全ての加振
時において，ピーク振動数が Non-slip > Slip >Isolation の順で小さくなり，最大振幅






















































































































Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 
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Frequency (Hz)  
c) 1.5 倍大加振 
 
d) 2 倍大加振 





















































Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.24 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），S 
 
   





















































Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.25 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），PL 
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Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.26 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），TR 
 
   





















































Frequency (Hz)  
a) 小加振 b) 大加振 
図 3.2.27 八戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），HDR 
 
- 72 - 
 
（4）地震動入力レベルの違いによる比較 
 図 3.2.28～3.2.32 に JMA 神戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペ
クトル比（ABL/AGL1）を基礎側面埋土地盤の種類ごとに示す。本実験では JMA 神戸
位相においては，入力レベルを 4 段階行ったが，そのうちの 3 段階について示してい
る。 
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Frequency (Hz)  
a) Non-slip b) Slip 
図 3.2.28 JMA 神戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），埋込みなし 
 
   




















































Frequency (Hz)  
a) Non-slip b) Slip 
図 3.2.29 JMA 神戸位相入力時の地表面に対する建物上部のフーリエスペクトル比 
（ABL/AGL1），S 
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図 3.2.5 に示した基礎部両端の二つの鉛直加速度（AFRE，AFRW）の差を建物幅 0.08m
で除して求めた建物の角加速度  （rad/s2）に建物高さ H（m）を乗じることにより，
ロッキング振動成分による建物上部の水平加速度  H（m/s2）を求めた。そして，地表
面の加速度に対するフーリエスペクトル比（  H /AGL1）にて，基礎底面と支持地盤の
接触条件の違い，基礎側面埋土地盤の違いにより比較検討した。 
 図 3.2.33 に埋土地盤が HDR のケースでの大加振時のフーリエスペクトル比（  H 
/AGL1）を接触条件ごとに示す。また，図 3.2.23b)で示した同ケースの建物上部で計測
された加速度の地表面に対するフーリエスペクトル比（ABL/AGL1）もあわせて示す。
建物上部で計測された水平加速度応答に対応して，  H/AGL1 のピーク振動数も
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図 3.2.33 JMA 神戸位相大加振入力時の地表面に対するフーリエスペクトル比 





(  H /AGL1) (  H /AGL1) 
(  H /AGL1) 
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図 3.2.34 JMA 神戸位相大加振入力時の地表面に対するフーリエスペクトル比 





(  H /AGL1) (  H /AGL1) 
(  H /AGL1) 




 振動台実験のシミュレーション解析を 3 次元非線形有限要素法を用いて行い，建物の
応答性状についてさらに検討する。ここでは，前述の振動台模型実験の基礎側面地盤が
複合改良地盤（HDR）で，建物基礎底面と支持地盤の接触条件が接着あり（Non-slip），




 3 次元有限要素法による汎用プログラムである「LS-DYNA」35) を用いて実験のシミ






し単純せん断試験の結果がないため，第 2 章に示した上載圧 100kPa におけるせん断剛
性とせん断ひずみの関係がほぼ同様であった複合改良地盤（TR）の上載圧 50kPa の実
験結果を用いて，その初期せん断剛性を 1/2 にしたものから求めた。塑性条件は




してそれぞれ h=0.05 とした。なお，建物基礎底面と支持地盤の接触条件が Non-slip
の場合は密着条件とし，Slip の場合は，すべりを考慮した接触条件を採用した。基礎側
面と埋土地盤の間はすべり，剥離，再接触を考慮できる接触条件とした。基礎と地盤間


















図 3.3.1 実験モデル 
 








上部 8.40x10-9 － － 剛体 
柱 7.90x10-9 － － 剛体 
下部 8.40x10-9 － － 剛体 
基礎部 2.70x10-9 － － 剛体 
鋼製土槽 土槽 7.90x10-9 － － 剛体 
支持地盤 PL 1.54x10-9 154.3 0.45 弾性体 








































上部（ABL）の加速度時刻歴波形を図 3.3.2 に，接着なし（Slip）の場合を図 3.3.3 に
実験結果と併せて示す。 
図 3.3.2 より，Non-slip の場合には地表面および建物上部の加速度振幅，時刻歴とも
実験とほぼ一致しており大変よく対応している。 



















































































































b')  建物上部（ABL）詳細 
 
図 3.3.2 加速度時刻歴波形，HDR，Non-slip，大加振 
 
























































































b')  建物上部（ABL）詳細 
 
図 3.3.3 加速度時刻歴波形，HDR，Slip，大加振 
 



































































a) AGL1 b) ABL 

























































a) AGL1 b) ABL 
図 3.3.5 加速度時刻歴波形，HDR，Slip，大加振 
 


























































































- 89 - 
 


































































実験装置の平面図と断面図を図 4.2.1 に，全体写真を写真 4.2.1 に示す。実験模型の
擁壁高さは 70mm，免震建物模型とのクリアランスは 20mm とした。免震層は，キャ
リッジとレールの単純な構造からできたガイドレール（静摩擦係数 0.125）と引張バネ
により復元力特性を再現した。実験模型のバネ定数は予備実験結果から 0.44N/mm で
































a                                                                    a’ 
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写真 4.2.1 実験模型 
 
 
 a) 平面図 b) 側面図 
図 4.2.2 建物模型 
 
 



























   基礎部 
(鉄) 























セメント (kg/m3) 35 35 35 
廃タイヤ 
ゴムチップ 
(kg/m3) － 300 － 
(v%) － 27 － 
高減衰 
ゴムチップ 
(kg/m3) － － 300 
(v%) － － 27 
繊維材 (v%) － 5 5 

















図 4.2.3 改良地盤の一軸圧縮試験結果（応力－ひずみ関係） 



























 本実験で実施した実験ケースを表 4.2.2に示す。 
 擁壁の種類を PL，TR，HDRの 3種類として，建物模型に初期変位を 50～80mmを
与えて放すことで初速度を与え擁壁に衝突させた。また，PL 擁壁は，擁壁の壁厚の違
いによる衝突時の建物応答の違いを検討するため，壁厚を 15mmと 30mmの 2種類で
実験を行った。 
 






50 60 70 80 
PL 
15 PL-15_50 PL-15_60 PL-15_70 PL-15_80 
30 － PL-30_60 － PL-30_80 
TR 15 － TR-15_60 － TR-15_80 








































ABL AW AS1 AS2 












写真 4.2.4 圧電型加速度センサ 
 
 
写真 4.2.5 レーザー変位計（左：センサヘッド，右：アンプユニット） 
 
 
写真 4.2.6 計測ユニット 
 









































































































図 4.2.5 加速度および変位時刻歴波形（PL-15，初期変位 60，80mm） 
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（1）建物模型の初期変位による比較 
 検討対象とする実験ケースを表 4.2.3に示す。 
ここでは，壁厚 15mmの PL擁壁で衝突させる建物模型の初期変位を 50～80mmと
変化させた実験ケースにて比較検討する。 
 





50 60 70 80 
















20mmの位置にあるから，初期変位 50mmでは 3mm，初期変位 60mm では 6mm，初

























































図 4.2.10 加速度および変位時刻歴波形（PL-15，詳細） 
 
50mm  33.7[m/s2] 
60mm  57.7[m/s2] 
70mm 69.1[m/s2] 
80mm  88.7[m/s2] 
50mm   39.6[m/s2] 
60mm   74.3[m/s2] 
70mm  71.9[m/s2] 
80mm  104.3[m/s2] 
50mm  23.0[mm] 
60mm  26.0[mm] 
70mm  27.0[mm] 
80mm  30.0[mm] 
50mm  0.5[mm] 
60mm  1.6[mm] 
70mm  2.2[mm] 
80mm  2.8[mm] 
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（2）擁壁厚さによる比較 
 検討対象とする実験ケースを表 4.2.4に示す。 
ここでは，壁厚 15，30mmの PL擁壁で，衝突させる建物模型の初期変位を 60，80mm
と変化させた実験ケースにて比較検討する。 
 







15 PL-15_60 PL-15_80 










































































図 4.2.11 加速度および変位時刻歴波形（PL，初期変位 80mm，詳細） 
 
30mm   91.6[m/s2] 
15mm   88.7[m/s2] 
30mm   104.3[m/s2] 
15mm   127.6[m/s2] 
30mm   2.8[mm] 
15mm   2.8[mm] 
30mm   2.8[mm] 
15mm   2.8[mm] 
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（3）擁壁の種類による比較 










PL 15 PL-15_60 PL-15_80 
TR 15 TR-15_60 TR-15_80 









































































図 4.2.12 加速度および変位時刻歴波形（PL，TR，HDR，初期変位 60mm，詳細） 
 
PL    57.7[m/s2] 
TR    81.8[m/s2] 
HDR 36.6[m/s2] 
PL    74.3[m/s2] 
TR    59.5[m/s2] 
HDR 34.5[m/s2] 
PL    26.0[mm] 
TR    25.1[mm] 
HDR 27.5[mm] 
PL    1.6[mm] 
TR    3.1[mm] 
HDR 4.3[mm] 














50 60 70 80 
PL 
15 PL-15_50 PL-15_60 PL-15_70 PL-15_80 
30 － PL-30_60 － PL-30_80 
TR 15 － TR-15_60 － TR-15_80 
HDR 15 － HDR-15_60 － HDR-15_80 
 
 
 図 4.2.13～4.2.16より，PL擁壁に比べてゴムチップを配合した PL擁壁，HDR擁壁
は、初期剛性が小さくなっていることが分かる。これは擁壁に含まれるゴムチップが，
衝突による衝撃を吸収したからであり，減衰効果が十分に発揮できたと言える。また耐














































































































図 4.2.14 擁壁部の復元力特性（PL-30，初期変位 60，80mm） 
 




















































































（動電式 2軸同時地震動再現装置，写真 4.3.1，表 4.3.1）を使用して，複合改良地盤を





















 実験装置の平面図と断面図を図 4.3.1 に，全体写真を写真 4.3.2 に示す。実験模型の
擁壁高さは 70mm，免震建物模型とのクリアランスは 20mm とした。免震層は，キャ
リッジとレールの単純な構造からできたガイドレール（静摩擦係数 0.125）と引張バネ
により復元力特性を再現した。実験模型のバネ定数は予備実験結果から 0.44N/mm で
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写真 4.3.2 実験模型 
 
 
 a) 平面図 b) 側面図 
図 4.3.2 建物模型 
 
 



























   基礎部 
(鉄) 























セメント (kg/m3) 35 35 35 
廃タイヤ 
ゴムチップ 
(kg/m3) － 300 － 
(v%) － 27 － 
高減衰 
ゴムチップ 
(kg/m3) － － 300 
(v%) － － 27 
繊維材 (v%) － 5 5 

















図 4.3.3 改良地盤の一軸圧縮試験結果（応力－ひずみ関係） 
































す。本実験では，擁壁の種類を PL，TR，HDRの 3種類，壁厚を 15mmとし，各加振
ケースを入力して実験を行った。 
 
表 4.3.3 入力波の最大加速度値 
 最大加速度 (gal) 
正弦波 (1.5Hz) 150 (Sin150) 300 (Sin300) 400 (Sin400) 




 実験では図 4.3.4のように，加速度計，変位計を設置し，計測した。 
 建物模型頂部（ABL），建物基礎上部（AFT），左右擁壁中央の上部に 2点（AW1(左)，
AW2(右)），背後地盤には地表面の擁壁端から 30mm 離れた位置に 1 点（AS1），土槽






































DB DW ABL AW2 AS1 AS2 
AW1 





















に PL擁壁，図 4.3.8～4.3.10に TR擁壁、図 4.3.11～4.3.13にHDR擁壁を示す。また









































































図 4.3.5 加速度および変位時刻歴波形（PL，Sin150） 
 
 















































図 4.3.6 加速度および変位時刻歴波形（PL，Sin300） 
 
 















































図 4.3.7 加速度および変位時刻歴波形（PL，Sin400） 
 
 















































図 4.3.8 加速度および変位時刻歴波形（TR，Sin150） 
 
 















































図 4.3.9 加速度および変位時刻歴波形（TR，Sin300） 
 
 















































図 4.3.10 加速度および変位時刻歴波形（TR，Sin400） 
 
 















































図 4.3.11 加速度および変位時刻歴波形（HDR，Sin150） 
 
 















































図 4.3.12 加速度および変位時刻歴波形（HDR，Sin300） 
 
 















































図 4.3.13 加速度および変位時刻歴波形（HDR，Sin400） 
 
 















































図 4.3.14 加速度および変位時刻歴波形（PL，JMA3.0） 
 
 















































図 4.3.15 加速度および変位時刻歴波形（PL，JMA3.5） 
 
 















































図 4.3.16 加速度および変位時刻歴波形（PL，JMA4.0） 
 
 















































図 4.3.17 加速度および変位時刻歴波形（TR，JMA3.0） 
 
 















































図 4.3.18 加速度および変位時刻歴波形（TR，JMA3.5） 
 
 















































図 4.3.19 加速度および変位時刻歴波形（TR，JMA4.0） 
 
 















































図 4.3.20 加速度および変位時刻歴波形（HDR，JMA3.0） 
 
 















































図 4.3.21 加速度および変位時刻歴波形（HDR，JMA3.5） 
 
 















































図 4.3.22 加速度および変位時刻歴波形（HDR，JMA4.0） 
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（1）入力波の違いによる比較 



























で 1.05m/s2，Sin300で 27.4m/s2，Sin400で 37.0m/s2，さらにHDR擁壁では，Sin150




を比較すると，PL擁壁では JMA3.0で 8.9m/s2であり，さらに JMA3.5および JMA4.0
では，それぞれ 33.6m/s2，53.1m/s2 と地震波においても入力波の振幅の大きさに対応
して建物応答は大きくなることがわかる。また TR 擁壁では，JMA3.0 で 5.9m/s2，
JMA3.5で29.6m/s2，JMA4.0で41.0m/s2，HDR擁壁では，JMA3.0で6.35m/s2，JMA3.5
で 24.3m/s2，JMA4.0で 27.9m/s2と同様の結果が得られている。しかし，PL擁壁の建
物応答値に比べると，TR 擁壁と HDR 擁壁の建物応答値が低くなっている。これらの
ことより，地震波入力の場合においても，TR 擁壁と HDR 擁壁には衝突に対する建物
応答を低減する効果があることがわかる。 
 

































































































































a-6) JMA4.0 b-6) JMA4.0 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.23 加速度時刻歴波形（PL） 
 
 

































































































































a-6) JMA4.0 b-6) JMA4.0 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.24 加速度時刻歴波形（TR） 
 
 

































































































































a-6) JMA4.0 b-6) JMA4.0 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.25 加速度時刻歴波形（HDR） 
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（2）擁壁の種類の違いによる比較 






























は 26.6m/s2であり，建物基礎部の加速度応答も PL擁壁が 53.1m/s2で HDR擁壁が
27.9m/s2と，双方とも PL擁壁に比べ HDR擁壁で約 1/2の応答となり大きな低減効果
がみられた。このことから，入力波の振幅が大きく，擁壁に衝突する力が大きければ大
きいほど，HDR擁壁の低減効果は大きくなることが考えられる。 








































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.27 加速度時刻歴波形（Sin300） 

































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.29 加速度時刻歴波形（JMA3.0） 

































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
































































a-3) HDR b-3) HDR 
a) 建物頂部（ABL） b) 建物基礎部（AFT） 
図 4.3.31 加速度時刻歴波形（JMA4.0） 
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（3）擁壁の種類の違いによる比較 























較すると，PL擁壁では Sin300で 71.0N， Sin400で 100.2 Nであるのに対して，TR
擁壁では Sin300 で 61.7N，Sin400 で 93.1N，更に HDR 擁壁では Sin300 で 39.3N，
Sin400 で 86.3N となっている。このことから TR 擁壁，HDR 擁壁には応答低減効果
があることが確認できた。また，建物の擁壁衝突時からの変位量を比較すると，PL 擁
壁では Sin300で 3.4mm，Sin400で 3.8mmであるのに対し，TR擁壁では Sin300で
3.7mm，Sin400 では 4.1mm，さらには HDR 擁壁では，Sin300 で 3.3mm，Sin400
で 4.4mmとなっている。Sin300では各々の擁壁はまだ弾性領域内なので，擁壁変位に
よる差はあまりみられない。それに対して，Sin400 では各々の擁壁で塑性化領域にま
で達している状態であり，擁壁変位では PL 擁壁よりも TR擁壁と HDR 擁壁が大きい
値であることから，TR擁壁およびHDR擁壁では剛性を維持して背後地盤を押し込み，
靭性的な変形性能が効果を発揮していることが確認できる。 
 次に，JMA 神戸位相波について，JMA3.5 および JMA4.0 の復元力特性をそれぞれ
擁壁別に比較すると，応答慣性力では，先ほどの正弦波と同様に TR 擁壁および HDR
擁壁での応答低減効果は確認できるが，衝突時からの擁壁変位は 3つの擁壁ともに同等
な値であった。これは，衝突回数が正弦波では数回衝突しているのに対し，地震波では
1 回しか衝突せず，そのため TR 擁壁と HDR 擁壁の靭性的な変形性状が現れなかった
と考えられる。しかし，その１回の衝突をみると TR擁壁と HDR擁壁は PL擁壁に比
べて，擁壁をより多く押し込んでいることが確認できる。このことより，地震波入力に
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図 4.3.32 擁壁の復元力特性（正弦波入力） 



































図 4.3.33 擁壁の復元力特性（地震波入力） 
 
 
















































図 4.3.34 免震層全体の復元力特性（PL，正弦波入力） 
 
















































図 4.3.35 免震層全体の復元力特性（TR，正弦波入力） 
 
















































図 4.3.36 免震層全体の復元力特性（HDR，正弦波入力） 
 


















































図 4.3.37 免震層全体の復元力特性（PL，地震波入力） 
 


















































図 4.3.38 免震層全体の復元力特性（TR，地震波入力） 
 


















































図 4.3.39 免震層全体の復元力特性（HDR，地震波入力） 
 












































b) a-a’ 断面図 
図 4.4.1 解析モデル 
 








上部 8.40x10-9 － － 剛体 
柱 7.90x10-9 － － 剛体 
基礎上部 8.40x10-9 － － 剛体 
基礎下部 2.80x10-9 － － 剛体 
背後地盤 － 1.50x10-9 20.0 0.40 弾塑性体 
改良地盤 
擁壁・基礎盤 
PL 1.52x10-9 24.9 0.45 弾塑性体 
TR 1.37x10-9 10.7 0.45 弾塑性体 
















































time (s)  











































初速度は図 4.4.4 に示すようにそれぞれ，初期変位 50mm では 230mm/s，60mm で




























































































50 60 70 80 
PL 15 PL-15_50 PL-15_60 PL-15_70 PL-15_80 
TR 15 － TR-15_60 － TR-15_80 






































































d) 初期変位 80mm（PL-15_80） 


































b) 初期変位 80mm（TR-15_80） 























b) 初期変位 80mm（HDR-15_80） 
























































d) 初期変位 80mm（PL-15_80） 


































b) 初期変位 80mm（TR-15_80） 





















b) 初期変位 80mm（HDR-15_80） 








実験    [mm] 




































































c) 初期変位 70mm（PL-15_70） d) 初期変位 80mm（PL-15_80） 



































a) 初期変位 60mm（TR-15_60） b)  初期変位 80mm（TR-15_80） 
図 4.4.12 擁壁部の復元力特性（TR） 
 



































a) 初期変位 60mm（HDR-15_60） b)  初期変位 80mm（HDR-15_80） 














50 60 70 80 




の変位時刻歴波形をそれぞれ重ね描いた。また，図 4.4.16 には，初期変位 50～80mm
を与えた時の擁壁部の復元力特性を実験と解析結果に分けて示す。図 4.4.17，4.4.18
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図 4.4.14 建物基礎部（AFT）の加速度時刻歴波形（PL，まとめ） 
 
50mm  47.5[m/s2] 
60mm  87.2[m/s2] 
70mm   98.2[m/s2] 
80mm  129.4[m/s2] 
50mm  39.6[m/s2] 
60mm  74.3[m/s2] 
70mm   71.9[m/s2] 
80mm  104.3[m/s2] 
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a) 実験 b) 解析 








70mm  2.2[mm] 
80mm  2.8[mm] 
50mm 1.6[mm] 
60mm 3.1[mm] 
70mm  3.6[mm] 
80mm  5.2[mm] 







b)  背後地盤塑性化進行 
  
c)  背後地盤剝離 
 
d)  擁壁揺れ戻し 
  
e)  衝突終了 
 
 











b)  背後地盤塑性化進行 
  
c)  背後地盤剝離 
 
d)  擁壁揺れ戻し 
  
e)  衝突終了 
 
 

















PL 15 PL-15_60 PL-15_80 
TR 15 TR-15_60 TR-15_80 
HDR 15 HDR-15_60 HDR-15_80 
 
擁壁種類の違いによる応答変化の定性的傾向を見るために，実験と解析に分けて図
4.4.19，4.4.20 に，建物模型の初期変位が 60mm の時の建物基礎部（AFT）の加速度
時刻歴波形と擁壁頂部（DW）の変位時刻歴波形をそれぞれ重ね描いた。また，図 4.4.21，
4.4.22 には，初期変位 60・80mm を与えた時の擁壁部の復元力特性を実験と解析結果
に分けて示す。なお，前述のとおり初期変位 80mm を与えた場合の実験における TR
擁壁および HDR 擁壁の擁壁変位はレーザー変位計の不調により値が得られなかった。
この時の擁壁部の復元力特性は，建物変位の計測結果より（建物の擁壁押し込み量）＝
（擁壁変位）として描いている。また，図 4.4.23 には，建物模型の初期変位が 80mm
の際の PL 擁壁の衝突時の塑性ひずみ分布を，a)衝突直後，b)擁壁変位が最大の時，c)
擁壁から建物模型が離れる時でそれぞれHDR擁壁と比較し，示している。 
図 4.4.6の TR擁壁の場合の建物基礎部の加速度を見ると，初期変位 60mmの場合は
最大加速度が解析では 69.0m/s2，実験では 59.5m/s2，初期変位 80mmの場合は解析で
は 107.1m/s2，実験では 117.9m/s2となり，おおよその応答を再現できた。 
図 4.4.7のHDR擁壁の場合では，初期変位 60mmの場合は，最大加速度が解析では
57.0m/s2，実験では 34.5m/s2となり，やや大きめの評価となったものの，図 4.4.19 か
らも確認できるように PL>TR>HDRの順に衝突時の応答が減少し，応答性状と対応し
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また，図 4.4.9の TR擁壁の場合の擁壁変位を見ると，初期変位 60mmの場合，擁壁
の最大変位が解析では 4.1mm，実験では 3.1mmとなり，おおよその応答を再現できた。

































図 4.4.19 建物基礎部（AFT）の加速度時刻歴波形（初期変位 60mm，まとめ） 
 
 
PL    74.3[m/s2] 
TR    59.5[m/s2] 
HDR  34.5[m/s2] 
PL    87.2[m/s2] 
TR    69.0[m/s2] 
HDR  57.0[m/s2] 






























































a) 実験 b)  解析 




PL    1.6[mm] 
TR    3.1[mm] 
HDR  4.3[mm] 
PL    3.1[mm] 
TR    4.1[mm] 
HDR  4.7[mm] 






































a) 実験 b)  解析 







































図 4.4.23 塑性ひずみ分布（初期変位 80mm） 
 
 












対象とする建物は，地上 11 階・地下なしの鉄筋コンクリート造の共同住宅で，1 階
床下に免震層を配置した基礎免震構造となっている 3)。対象建物の主要軸組図を図 4.5.1，
主要伏図を図 4.5.2，また各部位の物性値を表 4.5.1に示す。 







図 4.5.1 主要軸組図 
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表 4.5.1 対象建物の諸元 
階 
階高 重量 K1 Q1 K2 剛性低下率 Q2 K3 剛性低下率 
[m] [kN] [kN/m] [kN] [kN/m] K2/K1 [kN] [kN/m] K3/K1 
RF 3.0 3.23×103 - - - - - - - 
11F 3.0 3.49×103 5.14×105 4.99×102 3.44×105 0.669 1.20×103 1.18×105 0.343 
10F 3.0 5.80×103 7.55×105 6.49×102 5.29×105 0.701 1.79×103 2.21×105 0.418 
9F 3.0 5.62×103 1.29×106 7.47×102 7.85×105 0.609 2.90×103 2.92×105 0.372 
8F 3.0 7.89×103 1.47×106 9.67×102 9.54×105 0.649 3.76×103 3.49×105 0.366 
7F 3.0 7.54×103 1.97×106 1.23×103 1.29×106 0.655 4.66×103 4.75×105 0.368 
6F 3.0 7.79×103 2.11×106 1.46×103 1.44×106 0.682 5.19×103 6.50×105 0.451 
5F 3.0 7.88×103 2.21×106 1.66×103 1.48×106 0.670 5.91×103 6.60×105 0.446 
4F 3.0 7.88×103 2.32×106 1.83×103 1.50×106 0.647 6.71×103 6.30×105 0.420 
3F 3.0 7.88×103 2.42×106 2.19×103 1.54×106 0.636 7.44×103 6.47×105 0.420 
2F 3.0 8.09×103 2.56×106 2.55×103 1.60×106 0.625 8.10×103 6.29×105 0.393 
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各床面 4.12x10-9 － － 剛体 
柱 4.12x10-9 － － 剛体 
基礎部 4.12x10-9 － － 剛体 





1.54x10-9 2.05x104 0.45 弾塑性体 
改良地盤 
擁壁・基礎盤 
PL 1.52x10-9 520 0.45 弾塑性体 
TR 1.37x10-9 80.0 0.45 弾塑性体 



































0 5 10 15 20
PL TR HDR
ε  (%)  
a) 通常擁壁（コンクリート） a) 改良地盤擁壁 
図 4.5.4 各擁壁の応力－ひずみ関係 























壁で 1.5m，TR擁壁・HDR擁壁で 2.25mの壁厚が必要であることがわかった。 
 





0.75 1.5 2.25 
C 
850 ○ ○ ○ 
1,700 ○ ○ ○ 
PL 
850 － ○ ○ 
1,700 － ○ ○ 
TR 
850 － － ○ 
1,700 － － ○ 
HDR 
850 － － ○ 
1,700 － － ○ 
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（1）C擁壁による比較 










0.75 1.5 2.25 
C 
850 ○ ○ ○ 
1,700 ○ ○ ○ 
 
擁壁厚さが 0.75m，1.5m，2.25mと異なる場合における建物基礎部加速度の変化を，




850mm/sの時，擁壁厚さが 0.75mの場合は 36.8m/s2，1.5mの場合は 65.7m/s2，2.25m
の場合は 78.9m/s2 と，擁壁厚さが大きくなるにつれ，基礎部の最大加速度応答も大き
くなっていることがわかる。衝突時速度が 1,700mm/s の時も同様に，擁壁厚さが 0.75m
の場合は 54.9m/s2，1.5mの場合は 92.3m/s2，2.25mの場合は 124.0m/s2と，擁壁厚さ
の増大につれ，基礎部の最大加速度応答も大きくなっている。これは擁壁の厚さが増す
ことで，擁壁の剛性が大きくなり，パルス的な波形となるためである。 
図 4.5.6 の擁壁厚さの違いによる擁壁頂部の変位を見ると，衝突時速度が 850mm/s
の時，擁壁厚さが 0.75mの場合は 54.8mm，1.5mの場合は 30.0mm，2.25mの場合は
20.1mmとなっており，擁壁変位の場合は，擁壁厚さが大きくなるにつれ，応答が小さ
くなっていることがわかる。衝突時速度が 1,700mm/sの時も同様に，擁壁厚さが 0.75m
































b) 衝突時速度 1,700mm/s 





















b)  衝突時速度 1,700mm/s 
図 4.5.6 擁壁頂部の変位時刻歴波形（C擁壁） 
 
0.75m  36.8[m/s2] 
1.5m   65.7[m/s2] 
2.25m   78.9[m/s2] 
0.75m   54.9[m/s2] 
1.5m    92.3[m/s2] 
2.25m   124.0[m/s2] 
0.75m  54.8[mm] 
1.5m   30.0[mm] 
2.25m   20.1[mm] 
0.75m  119.9[mm] 
1.5m    59.4[mm] 
2.25m    44.2[mm] 



































a)  衝突時速度 850mm/s b)  衝突時速度 1,700mm/s 

















850 ○ ○ 
1,700 ○ ○ 
PL 
850 ○ ○ 
1,700 ○ ○ 
 
擁壁厚さが 1.5m の時に C 擁壁と PL 擁壁を用いた際，建物基礎部加速度の変化を，
衝突時速度がそれぞれ 850mm/s と 1,700mm/s の場合に分けて図 4.5.8 に示す。また，
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図 4.5.8の擁壁厚さ 1.5mの時の建物基礎部加速度を見ると，衝突時速度が 850mm/s
の時，C 擁壁の場合は 65.7m/s2，PL 擁壁の場合は 8.4m/s2と，改良地盤擁壁を用いる
ことで大きな応答低減効果が見られた。また，衝突時速度が 1,700mm/s の時も，C 擁
壁の場合は 92.3m/s2，PL擁壁の場合は 20.5m/s2と，過大衝突の際にもその効果は十分
確認できる。図 4.5.9 の擁壁厚さ 2.25m においても，衝突時速度が 850mm/s の時，C
擁壁の場合は 78.9m/s2，PL擁壁の場合は 13.6m/s2と，改良地盤擁壁を用いることで大
きな応答低減効果が見られた。また，衝突時速度が 1,700mm/s の時も，C 擁壁の場合
は 124.0m/s2，PL擁壁の場合は 33.2m/s2と，擁壁の壁厚が増大した際にも応答低減効
果が変わらず確認できる。 
 また図 4.5.10 の擁壁厚さ 1.5m の時の擁壁変位の比較を見ても，衝突時速度が
850mm/sの時，C擁壁の場合は 30.0mm，PL擁壁の場合は 105.0mmと，改良地盤擁
壁を用いることで靱性のある変形性能が確認できる。また，衝突時速度が 1,700mm/s
の時も，C 擁壁の場合は 59.4mm，PL 擁壁の場合は 237.7mm と，その効果を確認す
ることができた。また図 4.5.11の擁壁厚さ 2.25mにおいても，衝突時速度が 850mm/s
の時，C擁壁の場合は 20.1mm，PL擁壁の場合は 99.8mmと，改良地盤擁壁を用いる
ことで変形性能が確認できる。また，衝突時速度が 1,700mm/s の時も，C 擁壁の場合








壁の厚さが通常の 0.75m の場合と PL 擁壁の厚さが 2.25mm の場合を比べたが，加速


































b) 衝突時速度 1,700mm/s 






















b) 衝突時速度 1,700mm/s 
図 4.5.9 建物基礎部の加速度時刻歴波形（擁壁厚さ 2.25m） 
 
C     65.7[m/s2] 
PL    8.4[m/s2] 
C     92.3[m/s2] 
PL     20.5[m/s2] 
C     78.9[m/s2] 
PL   13.6[m/s2] 
C     124.0[m/s2] 
PL      33.2[m/s2] 























b)  衝突時速度 1,700mm/s 






















b)  衝突時速度 1,700mm/s 
図 4.5.11 擁壁頂部の変位時刻歴波形（擁壁厚さ 2.25m） 
 
 
C     30.0[mm] 
PL    105.0[mm] 
C     59.4[mm] 
PL    237.7[mm] 
C     20.1[mm] 
PL     99.8[mm] 
C     44.2[mm] 
PL    188.4[mm] 


































a)  衝突時速度 850mm/s b)  衝突時速度 1,700mm/s 






































a)  衝突時速度 850mm/s b)  衝突時速度 1,700mm/s 
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（3）各種改良地盤擁壁による比較 



























図 4.5.14 の擁壁厚さ 2.25m の時の建物基礎部加速度を見ると，衝突時速度が
850mm/s の時，PL 擁壁の場合は 13.6m/s2，TR 擁壁の場合は 4.9m/s2，高減衰ゴム擁
壁の場合は 4.8m/s2と，PL 擁壁に比べ，更なる応答低減が見られた。また，衝突時速




 図 4.5.15 の擁壁厚さ 2.25m の時の擁壁頂部変位の比較を見ても，衝突時速度が
850mm/sの時，PL擁壁の場合は 99.8mm，TR擁壁の場合は 120.6mm，HDR擁壁の
場合は 122.3mmとなり，PL擁壁からさらに改良を加えることで大きな変形を示した。
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b) 衝突時速度 1,700mm/s 










PL     13.6[m/s2] 
TR     4.9[m/s2] 
HDR    4.8[m/s2] 
PL    33.2[m/s2] 
TR     10.3[m/s2] 
HDR   10.0[m/s2] 
























b)  衝突時速度 1,700mm/s 





























a)  衝突時速度 850mm/s b)  衝突時速度 1,700mm/s 
図 4.5.16 擁壁部の復元力特性（擁壁厚さ 2.25m） 
 
 
PL     99.8[mm] 
TR     120.6[mm] 
HDR   122.3[mm] 
PL    188.4[mm] 
TR     346.0[mm] 
HDR   337.4[mm] 
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（4）必要壁厚での各種擁壁による比較 














0.75 1.5 2.25 
C 
850 ○ － － 
1,700 ○ － － 
PL 
850 － ○ － 
1,700 － ○ － 
TR 
850 － － ○ 
1,700 － － ○ 
HDR 
850 － － ○ 
1,700 － － ○ 
 
各種擁壁を用いた際，建物基礎部加速度に生じる変化を，衝突時速度がそれぞれ




壁の場合は 36.8m/s2，PL擁壁の場合は 8.4m/s2，TR擁壁の場合は 4.9m/s2，高減衰ゴ
ム擁壁の場合は 4.8m/s2と，C 擁壁，PL 擁壁，TR 擁壁，HDR 擁壁順で応答加速度が
小さくなり，改良地盤擁壁による応答低減効果が見られ，その効果は複合改良地盤擁壁
がもっとも大きい。また，衝突時速度が 1,700mm/sの時も，C擁壁の場合は 54.9m/s2，
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 図 4.5.18の各擁壁頂部変位の比較を見ても，衝突時速度が 850mm/sの時，C擁壁の
場合は 54.8mm，PL擁壁の場合は 105.0mm，TR擁壁の場合は 120.6mm，HDR擁壁
の場合は 122.3mm となり，C 擁壁に比べ PL 擁壁では大きな変形を示し，さらに TR
擁壁・HDR 擁壁では PL 擁壁からさらに改良を加えることで大きな変形を示した。ま
た，衝突時速度が 1700mm/s の時も，C 擁壁の場合は 119.9mm，PL 擁壁の場合は
237.7mm，TR擁壁の場合は 346.0mm，HDR擁壁の場合は 337.4mmと，変わらずそ
の効果を確認することができた。 

















0 0.5 1 1.5









0 0.5 1 1.5




b) 衝突時速度 1,700mm/s 
図 4.5.17 建物基礎部の加速度時刻歴波形（擁壁厚さ C=0.75，PL=1.5，TR=2.25，HDR=2.25m） 
C      36.8[m/s2] 
PL      8.4[m/s2] 
TR     4.9[m/s2] 
HDR    4.8[m/s2] 
C      54.9[m/s2] 
PL    20.5[m/s2] 
TR     10.3[m/s2] 
HDR   10.0[m/s2] 










0 0.5 1 1.5
C PL TR HDRDisplacement[mm]
time[s]
 







0 0.5 1 1.5
C PL TR HDRDisplacement[mm]
time[s]
 
b)  衝突時速度 1,700mm/s 




































a)  衝突時速度 850mm/s b)  衝突時速度 1,700mm/s 




C       54.8[mm] 
PL    105.0[mm] 
TR     120.6[mm] 
HDR   122.3[mm] 
C      119.9[mm] 
PL    237.7[mm] 
TR     346.0[mm] 
HDR   337.4[mm] 



















3)  正弦波入力および地震波入力の動的加振実験においても，衝突実験と同様に PL













5)  衝突時の建物基礎部の最大応答加速度は PL 擁壁，TR 擁壁，HDR 擁壁の順に小
さく，擁壁頂部の最大変位は PL擁壁，TR擁壁，HDR擁壁の順に大きくなり，
実験と対応した。 
6)  塑性ひずみ分布の比較により，衝突後に HDR 擁壁は擁壁全体が塑性化して背後
地盤と一体となって建物模型に抵抗し，一方，剛性の大きい PL 擁壁は背後地盤




































- 197 - 
 





















































































































































































3)  正弦波入力および地震波入力の動的加振実験においても，衝突実験と同様に PL















5)  衝突時の建物基礎部の最大応答加速度は PL 擁壁，TR 擁壁，HDR 擁壁の順に小
さく，擁壁頂部の最大変位は PL擁壁，TR擁壁，HDR擁壁の順に大きくなり，
実験と対応した。 




































































1)  林康裕：基礎の浮上り・滑りを考慮した構造物の地震応答，第 4 回構造物と地盤
の動的相互作用シンポジウム，pp.39-46，1995. 
 













減地業の開発(その 1)，日本建築学会構造系論文集，第 448号，pp.37-46，1993.6. 
 
7)  鈴木康嗣，廣田昌憲，石村紀久雄，三浦賢治，清田芳治：地震応答低減地業の開
発(その 2)，日本建築学会構造系論文集，第 458号，pp.29-38，1994.4. 
 
8)  鈴木康嗣，三浦賢治，清田芳治，菅原良次，松本尚志：地震応答低減地業の開発(そ
の 3)，日本建築学会構造系論文集，第 493号，pp.65-72，1997.3. 
 
9)  日本建築学会：2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報，2011.7. 
 
10) 国土交通省国土技術政策総合研究所，建築研究所：平成 23年(2011年)東北地方太



















16) Hemanta Hazarika，Takahiro Sugano，Yoshiaki Kikuchi，Kazuya Yasuhara，
Satoshi Murakami，Hideo Takeichi，Ashoke K. Karmokar，Takao Kishida，
Yoshio Mitarai：Evaluation of a Recycled Waste As Smart Geomaterial for 







18) Hing-Ho Tsang，S. H Lo，X. Xu，M. Neaz Sheikh：Seismic isolation for 
low-to-medium-rise buildings using granulated rubber-soil mixtures: 









































31) Akio Hara，Yoshiharu Kiyota：Dynamic Shear Tests of Soils for Seismic 









- 207 - 
 
 
34) 江守一郎，D.J. シューリング：模型実験の理論と応用，技報堂出版，1981. 
 
 
35) LS-DYNA使用手引き Second Edition，日本総合研究所エンジニアリング事業本
部，2004.5. 
 
36) J.O. Hallquist，G.L. Goudreau，D.J. Benson：Sliding interfaces with 
contact-impact in large-scale Lagrangian computations，Computer Methods in 






































2)  A. Shimamura，H. Kashiwa，Y. Miyamoto：Study on Earthquake Response 
Reduction of Direct Foundation Using Composite Geomaterial，Proceedings of 









4)  Atsushi Shimamura，Junichi Sakemoto：Basic properties of Soil-Cement 
Slurry Mixed with Elastic Material ， Proceedings of the International 
Workshop on Scrap Tire Derived Geomaterials: Opportunities and Challenges 
(IW-TDGM2007，Yokosuka)，pp.197-204，2007.3. 
 
5)  A. Shimamura，H. Kashiwa，Y. Miyamoto：Earthquake Response Reduction 
Considering Nonlinear Interaction between Composite Geomaterials and 
Foundation， Proceedings of the 2011 World Congress on Advances in 




















































































- 211 - 
 



































2012年 12月   島村 淳 
